






































立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」（平成 24 年 1 月推計）
に基づいて，2090 年には日本の総人口が約 5727 万人になるという推計を示し
た。そして，この状況に至る 3 つの段階についても整理した。その第 1 段階は
2040 年までの段階で，この間は生産人口（15 ～ 64 歳）や年少人口（14 歳以下）
は減少するが，老年人口（65 歳以上）は増加する。次の第 2 段階は 2040 年か
ら 60 年頃までの段階で，この間は生産人口および年少人口は減少し，老年人
口は維持もしくは微減する。最後の第 3 段階は 2070 年から 2100 年頃までの段
階で，この間は生産人口・年少人口・老年人口ともに減少する。これは日本全
体での状況であるが，その進度は地域によって異なると述べている。現在，大
都市は第 1 段階にあるが，地方都市はすでに第 2 段階にさしかかっているとこ
ろもあり，過疎地などは第 3 段階にあるとしている（増田，2014，pp. 15-17）。
　増田レポートの第 2 の要点は，出産の可能性の高い 20 ～ 39 歳の女性の人口
に注目していることである。これらの女性の人口が減る自治体では，出生数も




じく国立社会保障・人口問題研究所の推計に基づいて 2010 年からの 30 年間
で，20 ～ 39 歳の女性の人口が 5 割以上減少する市区町村数として 373（20.7％）
を挙げた。しかし，この推計は人口移動が一定程度で収束することを前提とし
ているので適当ではないとして，人口移動が収束しなかった場合の推計として，













1960 ～ 70 年代前半までの高度成長期，1993 年のバブル崩壊後の景気低迷期，
2000 年以降の円高や公共事業の減少による地方経済の悪化の時期の 3 つの時



































としている（山下，2014，pp. 41-43）。第 2 に，少子化問題に取り組む際には，
小さな地域の問題から取り組み，そして，住民参加の要素を重視している。また，
経済成長によって少子化問題を解決するという論理ではなく，少子化問題自体
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に向き合う必要性を指摘している（山下，2014，pp. 168-176）。第 3 に，第 1
の点とも関係するが，団塊世代の「ふるさと回帰」「田園回帰」や若者のＩター
ン現象に注目し，それを安定した持続的なものにすることを提案している（山






































を制定した。同法は 10 年間の時限立法であったので，1980（昭和 55）年に過
疎地域振興特別措置法，1990（平成 2）年に過疎地域活性化特別措置法，2000
（平成 12）年に過疎地域自立促進特別措置法を次々と制定してきた。そして，








































































果，2004 年から公立小中学校の教職員給与の国庫負担率はそれまでの 2 分の
1 から 3 分の 1 に変更された。その一方で，給与額や教職員配置に関する自治






文部科学省の調査では，2011 年時点で，正規教員 58 万 7326 人に対して，非
正規教員 11 万 2365 人（臨時教員が 6 万 2131 人，非常勤講師が 5 万 0234 人）





























































第Ⅱ期は，2007年 7 月から 2012年 12 月までの時期である。2012年 12 月で区切っ
たのは，「都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）」を時期の画期と
考えたからのようである。そして，この時期をコンパクトシティの重要性を社
会に認知させた「周知期」と捉えている。第Ⅲ期は，2012 年 12 月以降の時期
である。この時期に入り，「集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業」と
いうコンパクトシティ建設推進のためのしくみが用意され，国が本格的に取り











② コーディネート支援，③ コア施設の移転促進（除却処分・緑地化），④ 緑
地管理のための専門家派遣および活動等支援の 4 つを掲げた（9）。この事業は，
2013 年度に創設され，2014 年 8 月の改正都市再生特別措置法の施行にあわせ，
立地適正化計画制度を支援の対象に追加した。





2013 年 6 月 25 日に安倍首相に提出した「大都市制度の改革及び基礎自治体の
行政サービス提供体制に関する答申」（11）に基づき，地方自治法が一部改正され，
制度として実現したものである。上記の答申では，基礎自治体の行政サービス









件別に 3 つの連携のしくみを示した。第 1 は，「地方中枢拠点都市」を中心と
した連携である。この場合の地方中枢拠点都市とは，指定都市，中核市，特例







































































あり，それを反映して専門小委員会を構成する 18 人の学識経験者のうち 9 人
が女性委員で占められている。市町村の政策立案能力，都市部の地方議会のあ
り方，道州制などについて検討している（日本経済新聞）。




　2014 年 5 月 23 日，国会において地方自治法改正案が成立し，第 30 次地方
制度調査会が答申で提案した「新しい広域連携」のしくみが，地方自治体間





たが（自治法第 252 条の 16），従来の委託制度では，委託した事務について
の責任と権限は市町村から都道府県に移ったのに対して，新しい代替執行制
度では，市町村の名において行われ，当該市町村の責任と権限は維持される

























　（ 2 ）　 テクノポリスは，1983 年 5 月公布のテクノポリス法（高度技術工業集積地域開




















　（ 5 ）　 1995 年から 2000 年にかけて地方分権推進委員会を中心に分権改革の具体案に
ついての検討が行われ，2000 年 4 月 1 日に地方自治法が抜本的に改正され，地
方分権改革は実現を見た（「第 1 次分権改革」と呼ばれる）。この間に検討され，
実際に改革として実現した機関委任事務制度の廃止や必置規制の緩和，国の関


















　（ 7 ）　 上林の説明によると，ちなみに，2005 年 5 月 1 日時点での臨時教員（常勤講師）
は 4 万 8339 人，非常勤講師（時間講師）は 3 万 5966 人で非正規教員の合計は
8 万 4305 人であった（全教員に占める非正規率は 12.3％）。つまり，2005 年か
ら 2011 年の間に非正規率は 3.7％増えたことになる（上林，2013，p. 6）。
　（ 8 ）　公立義務教育諸学校の学校編制及び教職員定数の標準に関する法律
　（ 9 ）　 低炭素まちづくり計画策定支援については，補助事業者は地方自治体で補助率
は 2 分の 1，コーディネート支援，コア施設の移転促進（除却処分・緑地化），
緑地管理のための専門家派遣および活動等支援の 3 つについては，地方自治体
および民間事業者に対する直接補助は 2 分の 1，民間事業者に対する間接補助
は 3 分の 1。






とめ，同意見を踏まえた法案が国会に提出され，2011 年 9 月 5 日に公布・一部
施行された。次に審議されたのは② の大都市制度についてである。2012 年 12
月 20 日の第 26 回専門小委員会において「大都市制度についての専門小委員会














　（13）　 平成の大合併が始まる前の 1998 年に 2770 だった一部事務組合の数は，2012






　（15）　 1969 年に設定された広域市町村圏では，3 大都市圏を除く非都市部を対象にし





















題に関する研究』（平成 21 年度国土政策関係支援事業　研究成果報告書）2009 年
　金 井利之「第 30 次地方制度調査会の役割と今後の自治制度の方向性」『市政』2013
年 8 月号






　寺 田雅一「第 30 次地方制度調査会『大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービ









　横 道清孝「時代に対応した広域連携のあり方について」『都市とガバナンス』第 20 号
2013 年
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